
資料２ 

平成 28 年度 大田区障がい者実態調査の実施について 

 

１ 調査の目的 

  平成 29 年度に、平成 30 年度から平成 32 年度までの３か年の計画として、大田区障害者計画

（障害者基本法第 11 条第３項に規定）、第５期大田区障害福祉計画（障害者総合支援法第 88 条

第１項に規定）及び第１期大田区障害児福祉計画（児童福祉法第 33条の 20第１項に規定）を一

体的に策定する（大田区発達障がい児・者支援計画を統合）。 

そのため、平成 28 年度においては、上記計画の策定にあたっての基礎資料を得ることを目的

として、障がい者の生活状況、障害福祉サービス等の利用状況及びサービス事業者の実態等を把

握するために調査を実施する。 

 

２ 調査の概要 

(１) 実施スケジュール（予定） 

     平成 28年 11月下旬～平成 28年 12月下旬 

  

(２) 調査方法 

     調査対象者に対し、郵送による発送・回収方式とする。 

  

(３) 調査対象者・調査件数、調査内容 

ア 調査対象者・調査件数 

区内在住の身体障害者手帳所持者、愛の手帳所持者、精神障害者保健福祉手帳所持者、

区内の指定障害福祉サービス事業者など、合計 6,200件を予定する。 

調査対象者 調査件数 

① 18歳以上の方を対象とした調査 

身体障害者手帳所持者、愛の手帳所持者、精神障害者保健福祉手帳所持者、

自立支援医療受給者証（精神通院）所持者、特定医療費受給者証所持者 

4,500件  

② 18歳未満の方を対象とした調査 

身体障害者手帳所持者、愛の手帳所持者、精神障害者保健福祉手帳所持者、

自立支援医療受給者証（精神通院）所持者、特定医療費受給者証所持者、通

所受給者証所持者 

1,500件  

③ 障害福祉サービス等提供事業者を対象とした調査 

指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設、指定一般相談支援事業

者、指定特定相談支援事業者、指定障害児相談支援事業者、指定障害児通所

支援事業者 

200件  

    

イ 調査内容 

日頃の生活状況や障害福祉サービス等の利用状況・意向、サービス提供状況等について

調査を行う。前回調査（平成 25 年度）を基に、必要な見直しを加えた上で、３種類の調

査票を作成する。 



ウ 調査項目（案） 

● 障がいのある方（18歳以上・18歳未満）を対象とした調査 

区分 設問 18歳以上 18歳未満 備考 

あなたのこと

について 

調査票の記入者 問１ 問１  

性別 問２ 問２  

年齢 問３ 問３  

居住場所 問４ 問４ 新規 

手帳・受給者証の種類、程度 問５ 問５  

障がいの種類 問６ 問６  

要介護・要支援認定の有無 問７  新規 

日常生活につ

いて 

住まいの形態 問８   

同居者について 問９   

生活収入 問 10   

主な介助者・支援者 問 11 問７  

主な介助者・支援者が不在時の対応 問 12 問８  

生活に対する不安、困っていること 問 13 問９  

健康や医療に対する不安、困っていること 問 14 問 10  

日中の過ごし

方について 

日中主に過ごしている場所 問 15 問 11  

仕事をする上での不安、不満なこと 問 15－２   

訓練を受ける上での不安、不満なこと 問 15－３  新規 

何もしていない理由 問 15－４   

通園や通学で困っていること  問 12  

放課後や長期休業中の過ごし方  問 13 新規 

教育の場面において充実させてほしいこと  問 14  

サービスの利

用について 

サービスを受けるまでに困ったこと 問 16 問 15 新規 

サービスの利用状況 問 17 問 16  

利用しているサービスの種類 問 18 問 17  

サービス提供事業者の選択 問 19 問 18  

サービス利用の満足度 問 20 問 19  

不満を感じるところ 問 21 問 20 新規 

今後のサービス利用意向 問 22 問 21  

サービス提供事業者に対して望むこと 問 23 問 22  

 



区分 設問 18歳以上 18歳未満 備考 

災害時の対応

について 

「災害時要援護者名簿」の登録の有無 問 24 問 23  

「ヘルプカード」の認知度 問 25 問 24 新規 

災害時の不安 問 26 問 25  

外出について 
外出頻度 問 27 問 26  

外出しない理由 問 28 問 27  

権利擁護につ

いて 

「成年後見制度」の活用希望 問 29 問 28  

「障害者差別解消法」の認知度 問 30 問 29 新規 

差別を受けた経験の有無 問 31 問 30 新規 

差別を受けた場所、場面 問 32 問 31 新規 

差別の内容 問 33 問 32 新規 

障害者虐待防止センターの認知度 問 34 問 33  

相談や情報に

ついて 

情報の入手方法 問 35 問 34  

情報を入手するときに困ること 問 36 問 35 新規 

相談できるところ 問 37 問 36  

将来の暮らし

方について 

今後の進路、生活設計  問 37  

将来の暮らし方 問 38 問 38  

地域生活に対する不安 問 39 問 39  

区の施策につ

いて 

「さぽーとぴあ」の認知度 問 40 問 40 新規 

「さぽーとぴあ」に今後期待すること 問 41 問 41 新規 

就労のための環境整備として必要なこと 問 42 問 42  

社会参加推進に向けた地域への要望 問 43 問 43  

早期訓練・早期支援のために必要なこと  問 44  

今後充実を希望する障がい者施策 問 44 問 45  

自由意見 問 45 問 46  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



● 障害福祉サービス等提供事業者を対象とした調査 

区分 設問 事 業 者 備考 

事業所の概要に

ついて 

事業所概要 問１  

常勤職員の人数と職種、資格 問２ 新規 

常勤職員の就労年数 問３ 新規 

利用者の居住地 問４ 新規 

提供している主なサービス、定員、利用者数 問５  

サービス向上に向けた取り組み 問６ 新規 

新たなサービスへの参入予定 問７ 新規 

障害者総合支援法及び児童福祉法改正への対応  問８ 新規 

取り組む予定がある具体的なサービスの内容 問９ 新規 

事業運営の概要 

収支状況 問 10  

収支改善に向けた取り組み 問 11 新規 

新規のサービス提供依頼者の動向 問 12  

依頼者の増加に対する対応状況 問 13  

依頼者の増加に対応できていない理由 問 14  

サービスの質の評価に関する取り組み 問 15  

第三者評価を受審しない理由 問 16  

苦情・相談、事故等への各種対応状況 問 17  

苦情の内容 問 18  

苦情への対応 問 19  

事業運営上の課題 問 20  

人材確保のための取り組み 問 21  

人材育成のための取り組み 問 22  

人材の確保・育成を進めていくために必要なこと 問 23 新規 

権利擁護につい

て 

虐待への対応の有無 問 24  

虐待への対応方法 問 25  

虐待防止への取り組み 問 26  

「合理的配慮」の提供に向けた取り組み 問 27 新規 

今後の事業展開

について 

他の自治体と比べて不便を感じるところ 問 28 新規 

情報公開に向けた取り組み 問 29 新規 

災害発生時に協力できること 問 30 新規 

今後の施設運営で困ること 問 31  

自由意見 問 32  
 


